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被保険者が等しく負担する「均等割額」と、所得に応じて負担する「所得割額」の合計で計算します。

◆ 保険料の計算方法

均 等 割均 等 割
【１人当たり保険料】【１人当たり保険料】

＜医療分＞ 59,963円＜医療分＞ 59,963円

＜子ども分＞1,364円＜子ども分＞1,364円

所 得 割所 得 割
【本人の所得に応じた額】【本人の所得に応じた額】

（令和７年中の所得（令和７年中の所得  --  最大43万円）最大43万円）

＜医療分＞ 11.61％＜医療分＞ 11.61％

＜子ども分＞0.28％＜子ども分＞0.28％

１年間の保険料１年間の保険料
＜医療分限度額＞＜医療分限度額＞

85万円85万円

＜子ども分限度額＞＜子ども分限度額＞

２万１千円２万１千円

（100円未満切捨て）（100円未満切捨て）

＋ ＝

◆ 令和８～９年度の新しい保険料率

後期高齢者医療制度の保険料率が変わりました後期高齢者医療制度の保険料率が変わりました
＊被保険者の皆さんが支払う保険料は、２年ごとに定める保険料率をもとに決まります。

改正の内容
●�令和８年度から子ども・子育て支援金制度が施行されることに伴い、医療分の保険料率とは別に、子ども

分の保険料率を算定します。※令和９年度の子ども分保険料率は令和８年度中に算定します。

●�子ども・子育て支援金制度の施行について、詳しくは

　子ども家庭庁ホームページをご覧ください。

● 均 等 割
（被保険者が等しく負担）

● 賦課限度額
（１年間の保険料の上限額）

● 所 得 割
（被保険者の所得に応じて負担）

【問合先】北海道後期高齢者医療広域連合（☎011-290-5601）・役場国保年金係（☎76-8013）

◆ 保険料の軽減について

次の➊～➋に当てはまる被保険者は、保険料が軽減されます。

※軽減は被保険者と世帯主の所得の合計で判定します（被保険者ではない世帯主の所得も判定の対象）。

※�昭和34年１月１日以前に生まれた方の公的年金などに係る所得については、さらに15万円を引いた額で

判定します。

※�給与所得者等とは、次のいずれかに該当する方です。

・給与などの収入金額が55万円を超える方

・公的年金の収入金額が125万円（65歳以上）を超える方

対象者の所得要件対象者の所得要件
（世帯主及び世帯の被保険者全員の軽減判定の所得額）（世帯主及び世帯の被保険者全員の軽減判定の所得額）

軽減割合軽減割合
年間の

均等割額
前年度との差前年度との差

 43万円　＋　10万円　×（給与所得者等の数－１） 7.2 割軽減 16,789 円 約 904 円増約 904 円増

 43万円　＋（31万円×世帯の被保険者数）
　＋　10万円　×（給与所得者等の数－１）

５割軽減 29,981 円 約 3,505 円増

 43万円　＋（57万円×世帯の被保険者数）
　＋　10万円　×（給与所得者等の数－１）

２割軽減 47,970 円 約 5,608 円増

➊均等割の軽減

　この制度に加入したとき、被用者保険※の被扶養者だった方は、負担軽減のための特別措置として、

所得割がかからず、制度加入から２年を経過していない期間のみ、均等割が５割軽減となります。

※��被用者保険とは、協会けんぽなど、主にサラリーマンが加入している健康保険のことで、市町村の国民健康保険などは

含まれません。

➋被用者保険の被扶養者だった方の軽減

令和８年度の保険料額は、７月に個別にお知らせします。令和８年度の保険料額は、７月に個別にお知らせします。

令和８～９年度

＜ 医 療 分 ＞＜ 医 療 分 ＞（年間）59,963円（7,010円増）

＜子ども分＞＜子ども分＞
（ ８ 年 度 ）（ ８ 年 度 ）

（年間）1,364円

令和８～９年度

＜ 医 療 分 ＞＜ 医 療 分 ＞（年間）11.61％（0.18pt 減）

＜子ども分＞＜子ども分＞
（ ８ 年 度 ）（ ８ 年 度 ）

（年間） 0.28％

令 和 ６ ～ ７ 年 度

（ 年 間 ）52,953 円

令 和 ６ ～ ７ 年 度

（ 年 間 ）11.79 ％

令 和 ６ ～ ７ 年 度

（ 年 間 ）80 万 円

令和８～９年度

＜ 医 療 分 ＞＜ 医 療 分 ＞（年間）85 万円（５万円増）

＜子ども分＞＜子ども分＞
（ ８ 年 度 ）（ ８ 年 度 ）

（年間）2 万 1 千円

◆ 保険料率に関する制度改正があります

＜医療分＞　＋　＜子ども分＞　＝　１年間の保険料＜医療分＞　＋　＜子ども分＞　＝　１年間の保険料

＜医療分＞

対象者の所得要件対象者の所得要件
（世帯主及び世帯の被保険者全員の軽減判定の所得額）（世帯主及び世帯の被保険者全員の軽減判定の所得額）

軽減割合軽減割合
年間の

均等割額

 43万円　＋　10万円　×（給与所得者等の数－１） ７割軽減 409 円

 43万円　＋（31万円×世帯の被保険者数）
　＋　10万円　×（給与所得者等の数－１）

５割軽減 682 円

 43万円　＋（57万円×世帯の被保険者数）
　＋　10万円　×（給与所得者等の数－１）

２割軽減 1,091 円

＜子ども分＞

※医療分保険料均等割軽減のうち、７割軽減対象者は制度改正影響緩和のため7.2割軽減となります。

※子ども分は変わりません。




